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Ⅰ 予算編成の基本方針 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが「５類感染症」へ移行したことに

より、社会経済活動は正常化しつつあるものの、一方で、物価高騰に伴う市民生活や地域

経済への影響が続いていることから、厳しい状況にある生活者・事業者に対する機動的な

経済対策について、適時適切に対応してきたところです。 

このようななか、本市の令和６年度の予算編成におきましては、第７次総合計画（後期

基本計画）のスタートの年であることを踏まえ、市政の最重要課題「人口減少対策」の取組

みを推進するにあたり、市長マニフェストである「９９の政策」を反映した計画に掲げる

まちづくりの実現に向けた施策展開を確実に行っていくためにも、弛みない歳入・歳出両

面からの収支改善策に取り組むなど、将来を見据えた不断の行財政改革を反映した予算編

成に取り組みました。 

また、ポストコロナの新しい社会実現を目指すため、前年度に引き続き、ＤＸ戦略のリ

ーディング事業においては、財源調整２基金の標準財政規模の１０％を超える残高を用い

た「ポストコロナ時代を迎えるための取組収支」に分けた予算編成を行うことで、“持続可

能な行財政運営”に取り組んでいくことを基本方針に掲げ、改革と財源の計画的かつ重点

的な配分に努めたところです。 

予算編成に際しては、「第６次行財政改革推進計画」の取組継続に加え、「第７次行財政

改革推進計画（行革推進プラン）」に基づく改革・改善の実行により財源を捻出し、市民生

活を守るための施策について所要の財源を確保しながら、後期基本計画における「ひと」

「しごと」「まち」「くらし」の各分野と、それを支える「行政経営」の５分野の取組、「シ

ティブランディング・プロジェクト」の始動、地方創生や地域社会再生、西九州させぼ広域

圏などの取組みに加え、ＤＸ戦略に基づくポストコロナ（ＤＸ戦略）関連事業に財源を重

点配分に取り組みました。 
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Ⅱ 令和６年度当初予算の概要 
（以下、数値の比較は令和６年度当初と令和５年度当初との対比によります。） 

令和６年度の当初予算は、「一般会計」は１，２１１億５，０９０万円で、第７次総合

計画（後期基本計画）に掲げる取組みの推進に加え、前年度当初予算が骨格予算であったこ

となどにより、前年度当初予算に比べ１．４％、１７．１億円の増で、過去３番目の規模

となっております。 

 

「特別会計」（15会計）は、９２８億６，５４４万円で、国民健康保険事業特別会計にお

ける事業費の減などがあったものの、競輪事業特別会計における車券売上金等の増などによ

り、前年度当初予算に比べ３．６％の増となっております。 

 

「企業会計」（2会計）は、２３３億９，１１８万円で、下水道事業会計における事業費の

減などにより、前年度当初予算に比べ２．３％の減となっています。 

 

これらにより、本市の予算総額は２，３７４億７５２万円となり、前年度当初予算に比

べ１．９％の増となっております。 

 

新年度当初予算の特徴といたしましては、宮島市長就任後、初めての当初予算であ

り、第７次総合計画（後期基本計画）のスタートの年であることを踏まえ、本計画に

掲げるまちづくりの実現に向け、本市が持つ多様な資源を活用し、市の可能性や魅力

を最大限活かし、未来を先取る取組みに挑戦したいと考えていることから、「“選ばれ

るまちＳＡＳＥＢＯ”をつくるシティブランディング・プロジェクト」の始動に関連

する８４事業に７１億５，５７６万円を計上（11 ページ参照）するとともに、人口

が減少するなか、ポストコロナの新しい社会の実現を目指す施策展開として、行政サ

ービスや行政のあり方そのものに対する変革の視点を持ち、着実に実行に移してい

くことが必要不可欠であることから、「佐世保市ＤＸ戦略」に基づく、ポストコロナ

（ＤＸ戦略）関連事業（17～18 ページ）を取り組むことに加え、地域社会再生事業

（19ページ）も実施することとしております。 

なお、ＤＸ戦略におけるリーディング事業については、第６次行財政改革推進計画
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（後期プラン）で目標としていた標準財政規模の１０％を超えて保持する財源調整

２基金を活用しながら実施していくこととし、令和６年度は１５事業に３億

７，０６５万円を計上しています。 

 

(1) 一般会計は１７.１億円(1.4%)の増となっており、主な増減は下記のとおりです。 

① シティブランディング・プロジェクトの始動        ９．１億円 

   中学校給食・保育料無償化など新規・拡充分 

② 社会保障関係費などの増                １９．６億円 

   扶助費や特別会計（国保・後期・介護）繰出金の増など 

③ 生活関連公共事業費の増                １１．５億円 

   前年度が骨格予算であったため 

④ 新型コロナウイルス感染症対策事業関連経費の減    △１２．４億円 

保健所にて計上した経費に加え、経済対策も含む 

 

※性質別歳出の主な増減は下記のとおり 

① 扶助費の増  障がい者自立支援費、児童手当・児童扶養手当の増など   １５．８億円 

② 普通建設事業費の増  前年度骨格予算に伴う生活関連公共事業費の増など  ７．８億円 

③ 積立金の増  施設整備基金、ふるさと佐世保元気基金の増など      ４．４億円 

④ 物件費の減  新型コロナウイルス感染症対策事業費の減など      △ ７．８億円 

⑤ 公債費の減  元金の減など                   △ ２．８億円 

 

※一部新規を含む新規・拡充事業の件数・・・９０件 
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(2) 特別会計は、３２．３億円(3.6%)の増となっており、主な増減は下記のとおりです。 

① 国民健康保険事業特別会計の減            △２．４億円 

   国保事業費納付金の減など 

② 競輪事業特別会計の増                １９．０億円 

   車券売上の増、施設改修事業費の増など 

③ 介護保険事業特別会計の増               ２．６億円 

   保健給付費の増など 

④ 後期高齢者医療事業特別会計の増            ４．３億円 

   広域連合納付金の増など 

⑤ 病院資金貸付事業特別会計の増             ６．３億円 

貸付金の増など 

 

(3) 企業会計は、５．５億円(2.3%)の減となっており、主な増減は下記のとおりです。 

① 水道事業会計の増                   ４．５億円 

   資本的支出における事業費の増など 

② 下水道事業会計の減                △１０．０億円 

   資本的支出における事業費の減など 
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　　会計別予算

（単位：千円）

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率（％）

121,150,901 119,443,347 1,707,554 1.4

住宅事業 2,600,517 2,615,936 △ 15,419 △ 0.6

国民健康保険事業 24,856,414 25,092,857 △ 236,443 △ 0.9

競輪事業 30,695,269 28,796,589 1,898,680 6.6

卸売市場事業 1,120,435 1,030,782 89,653 8.7

地域交通体系整備事業 192 225 △ 33 △ 14.7

土地取得事業 338,743 221,613 117,130 52.9

介護保険事業 25,838,352 25,583,119 255,233 1.0

交通船事業 47,940 54,102 △ 6,162 △ 11.4

集落排水事業 26,766 24,711 2,055 8.3

後期高齢者医療事業 4,191,149 3,765,205 425,944 11.3

工業団地整備事業 18,123 18,337 △ 214 △ 1.2

港湾整備事業 581,387 522,400 58,987 11.3

臨海土地造成事業 136,181 129,831 6,350 4.9

母子父子寡婦
福祉資金貸付事業

33,650 29,656 3,994 13.5

病院資金貸付事業 2,380,319 1,752,874 627,445 35.8

小      計 92,865,437 89,638,237 3,227,200 3.6

水道事業 13,090,462 12,640,848 449,614 3.6

下水道事業 10,300,715 11,304,627 △ 1,003,912 △ 8.9

小      計 23,391,177 23,945,475 △ 554,298 △ 2.3

237,407,515 233,027,059 4,380,456 1.9

会  計  別

 一般会計

特
 
別
 
会
 
計

企
業
会
計

合      計
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Ⅲ 一般会計予算の概要 

１ 財政 
(1) 収支 

本市では、ポストコロナの新しい社会の実現を目指し、行政サービスを発展させる

ため、「佐世保市ＤＸ戦略」に基づき、ポストコロナ（ＤＸ戦略）関連事業に取り組

むこととしており、特に分野横断的な展開が期待できる先進的な事業をリーディン

グ事業としております。このリーディング事業を着実に進めるため、昨年度に引き続

き、通常収支とポストコロナ対応収支に区分した予算とし、標準財政規模の１０％を

超えて保持する財源調整２基金を活用しながら実施していくこととしております。 

 

 【通常収支】 

① 財源調整としての基金繰入金（財政調整基金・減債基金） 

 Ｒ６ ２９．８億円  ← Ｒ５ ３２．８億円 

令和６年度は、単年度収支不足の財源調整分２５億円に加え、それでも不足する

特殊分に備えるために令和５年度中に財政調整基金に積み立てていた一般財源の増

額分３億円などを繰り入れています。 

なお別途、施設整備基金から、コミュニティセンター施設保全や前畑崎辺道路整

備等の財源として８．１億円を計画的に繰り入れています。 

 

【ポストコロナ対応収支】 

② ポストコロナ対応としての基金繰入金（財政調整基金） 

 Ｒ６  １．９億円   ← Ｒ５   １．５億円 

ＤＸ戦略のリーディング事業の財源として、財政調整基金を活用します。 

 

※財源調整２基金の年度末残高見込 

 Ｒ６  ８８．９億円 ← Ｒ５  ９４．５億円 

 （特殊要素を除いた残） 

Ｒ６   ６９．７億円  ←   Ｒ５   ７１．０億円 
 ※財源調整２基金とは、「財政調整基金」と「減債基金」を指します。 
※令和６年度末残高には、前年度剰余金見込み２５億円の積み立てなどを含んでいます。 
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(2) 歳入 

① 一般財源総額    ※R6 と R5 当初の年間見込み対比 

 Ｒ６ ６４６．６億円 ← Ｒ５ ６４０．３億円 

    （当初予算充当 641.0 億円）      （当初予算充当 627.6 億円） 

令和６年度は、市税において、市たばこ税の売渡本数の増や法人市民税の景況の

影響による増を見込んだものの、個人市民税の定額減税の影響による減などによ

り、前年度比１．０％減の２９３．０億円となりました。 

 

一方で、地方交付税と臨時財政対策債の総額は、前年度比１．５％増の

２６５．６億円となったほか、定額減税の影響分は全額国費にて補てんされること

から、地方特例交付金は前年度比４８４．６％増の１１．０億円となったことなど

により、一般財源総額の見込みは、１．０％、６．３億円の増となっています。 

 

② 地方債  

 発行額     Ｒ６ ４９．４億円 ← Ｒ５ ３９．３億円 

 地方債依存度 Ｒ６  ４．１％  ← Ｒ５  ３．３％ 

 年度末残高見込  ８９２．４億円 うち臨時財政対策債 338.7 億円 

     （前年度末残高見込 938.0 億円    うち臨時財政対策債 371.8 億円） 

 

  公債費元金償還金（９５．１億円）から市債発行額（４９．４億円）を差し引

いたプライマリーバランスは４５．７億円の黒字であり、市債の年度末残高はそ

の分だけ減少します。 

実質的な赤字地方債である臨時財政対策債の残高は、前年度より３３．１億円

減の３３８．７億円となり、市債残高の３８．０％を占めています。 
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(3) 歳出 

①「目的別」の状況 

 「総務費」では、本庁舎リニューアル事業の完了による事業費減（△７．７億

円）などにより、構成比は０．８ポイント減となっています。 

 

主に社会保障分野である「民生費＋衛生費」では、民生費の障がい者自立支援事

業費(＋７．０億円)や生活保護費（＋１．６億円）、国の子ども未来戦略の一つであ

る児童手当・児童扶養手当（＋４．７億円）の増があったものの、衛生費の新型コ

ロナウイルス感染症対策事業費（△９．９億円）の減などにより、合わせた事業費

は増加したが、構成比は０．１ポイントの減となっています。 

 

主に公共事業分野である「農林水産業費＋土木費＋港湾費」では、農林水産業費

の漁港整備事業（△１．８億円）や生産基盤施設整備事業（△２．４億円）などの

減があったものの、昨年度は骨格予算だった影響により、土木費の生活関連公共事

業費（＋１１．５億円）や港湾費の有福地区小型係留施設整備事業（＋１．３億

円）の増などにより、構成比は０．８ポイントの増となりました。 

 

「教育費」においては、日野小学校校舎移転に伴う経費（△１．２億円）などの

減があったものの、デジタルを含む教師用教科書の更新による小学校施設管理費

（＋１．８億円）や私立幼稚園等運営費（＋０．５億円）の増などにより、構成比

が０．１ポイント増となりました。 

 

②「性質別」の状況 

「物件費」において、自治体情報システム標準化に係る経費（＋２．９億円）や

児童クラブ事業費（＋１．１億円）の増などがありました。一方で、新型コロナウ

イルス感染症対策事業費（△５．９億円）の減や前年度に大きく増加した光熱費が

実績に基づき減少（△１．３億円）したこと、キラっ都佐世保応援寄附金（ふるさ

と納税）が増加したものの、国の基準を順守するために経費は減（△１．２億円）

となったことなどにより、構成比が０．９ポイント減少しました。 
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「普通建設事業費」は、本庁舎リニューアル事業費（△７．７億円）や生産基盤

整備事業費（△２．７億円）などの減があるものの、防災行政無線整備事業費（＋

６．６億円）や生活関連公共事業費（＋１１．５億円）の増などにより、構成比が

０．５ポイント増加しています。 

 

なお、「義務的経費」は、公債費（△２．８億円）の減があったものの、人件費

（＋０．１億円）、扶助費（＋１５．８億円）の増により、構成比は０．４ポイント

増加しました。 

 

なお、「扶助費」を含む「社会保障関係費」の状況については、障がい者自立支援

事業費(＋７．０億円)や児童手当・児童扶養手当（＋４．７億円）、生活保護費（＋

１．６億円）のほか、後期高齢者医療事業特別会計繰出金（＋３．０億円）も増と

なるなど、総額は前年から１９．６億円の増となっております。 

 

目的別の状況（構成比）     ６年度       ５年度 

総務費             １０．５％  ←  １１．３％ 

 民生費＋衛生費         ５０．６％  ←  ５０．７％ 

              ※民生費    ４０．７％   ←    ３９．９％ 

               衛生費     ９．９％   ←    １０．８％ 

 農林水産業費＋土木費＋港湾費  １１．６％  ←   １０．８％ 

   教育費             ９．１％   ←    ９．０％ 

 

性質別の状況（構成比）     ６年度       ５年度 

 物件費             １４．７％  ←   １５．６％ 

普通建設事業費           ９．８％  ←    ９．３％ 

 義務的経費         ５５．４％  ←   ５５．０％ 

   (人件費、扶助費、公債費)  
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２ 予算編成における改革改善について 

 

◇ 歳出面の改革改善                 （単位：億円） 

                       事業費  (うち一般財源) 

(A)令和５年度当初予算額            1,194.43 (686.88) 

     

① 重点・ｼﾃｨﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞＰＪなどにおける新規・拡大 24.24   (  7.87) 

② シーリングによる削減             ▲ 1.62  (▲1.62) 

③ デジタル化に伴う業務改善            ▲ 0.10  (▲0.10)  

④ 行革推進計画（第 6次・7次）による削減    ▲ 2.22  （▲2.22） 

⑤ 事業見直し（2、3、4以外）          ▲ 1.09  （▲0.93） 

⑥ 事業の終了                  ▲19.67  （▲9.49） 

⑦ その他（自然増減など）             17.54   ( 12.31） 

         計  （①～⑦）     17.08  ( 5.82) 

     

(B)令和６年度当初予算額              1,211.51   (692.70) 

(B)-(A)前年度予算からの比較             17.08   ( 5.82) 

    

【参考】 (C)令和６年度当初予算要求額         1,269.76  (739.39) 

     (B)-(C)要求額からの改革改善（削減）額    ▲58.25 (▲46.69) 

 

◇ 歳入面の改革改善（主なもの）       （単位：億円） 

令和６年度当初予算における改善効果額       15.8 （51 件） 

① 基金繰入（減債基金）                0.4  ( 1 件） 

② 基金繰入（施設整備、合併市町村振興、元気基金）   14.0 （37 件） 

③ 使用料（受益者負担適正化指針に基づく料金改定）    0.1   ( 8 件) 

④ 財産収入（市有財産の適正管理、資産の戦略活用）   1.3 （ 5 件） 
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

シティブランディング関連事業【全体】 7,155,760

子ども・子育て応援プログラム 784,816

教育委員会 新規 学校給食費管理事業

中学校３年生は塾などの教育費の負担が大きく、補
助学習費の割合が高いことから、子育て支援、保護
者の経済的負担軽減のため給食費無償化を実施
する。

86,661

教育委員会 新規
学びの多様化学校（いわゆる不
登校特例校）等設置準備事業・
中学校夜間学級施設管理費

令和７年４月の中学校夜間学級の設置準備およ
び、将来的な不登校特例校の設置に向けた検討を
行うもの。

2,561

教育委員会 拡充
特別支援教育補助指導員派遣
事業

発達的な課題のある児童生徒の学習支援等の教
育的配慮の必要性から、教育・福祉・医療等の資格
や研修を受けたものを補助指導員として派遣する。

112,948

教育委員会 通学区域審議会
佐世保市教育委員会からの諮問を受け、市内小中
学校の適正規模に向け、学校の分離・統合及び通
学区域の一部変更について審議を行う。

167

教育委員会 新規 金比良小・光海中学校再編事業
金比良小・光海中学校の再編のための敷地測量・
基本設計業務を実施する。

23,541

教育委員会 学校再編推進事業
公共施設適正配置・保全実施計画に基づく学校再
編を計画的に実施していく。

2,772

教育委員会
スクール・サポート・スタッフ配置
事業

学校における働き方改革を推進し、教育の質の担
保と教員が子供と向き合う時間の確保するため、ス
クール・サポート・スタッフ68名を配置する。

193,659

教育委員会 新規
中学校の部活動地域移行に向
けた実証実験

国県が進めている部活動改革について、まずは休
日の部活動を段階的に地域移行していくことを目指
し、佐世保市の在り方について様々なモデルパター
ンの実証を行い運用の在り方や課題を検証する。

4,014

教育委員会 新規 いじめ・不登校対策事業

従来から実施している「心の相談員派遣事業」に加
え、新たに学校内に「校内教育支援センター（スペ
シャル・サポート・ルーム＝SSR）」を設置し、不登校
児童生徒のニーズに応じた多様な学びの場を確保
する。

28,049

教育委員会 拡充 教育相談活動事業

青少年教育センターにおける子どものいじめ、不登
校、非行問題などに関する相談業務やあすなろ教
室（学校適応指導教室）・サテライトあすなろ教室の
運営。

54,969

子ども未来部 新規

第2子以降の保育料無償化
・保育無償化対応事業
・私立保育所等運営費（施設型
給付費）
・私立保育所等運営費（地域型
保育給付費等）　など

市内の多子世帯への経済的負担軽減対策として、
国が掲げる共働き・共育ての推進を図りながら、第2
子以降の1～2歳児の保育料無償化を行うもの。

177,821

子ども未来部
福祉医療支給費（高校生拡充
分）

医療費の一部を支給し保健の向上及び福祉の増進
を図る事業。令和5年4月診療分から、支給対象を
高校生まで拡大。

79,680

子ども未来部 医療的ケア児保育支援事業
保育所等への医療的ケア児の入所推進を図るた
め、看護師の配置に係る経費の補助や、訪問看護
ステーションからの看護師派遣の委託を行うもの。

5,672

子ども未来部 拡充 育児等健康支援事業
児童虐待等を防ぐことを目的とし、要支援・要保護
児童、特定妊婦、ヤングケアラー等といった特に支
援が必要と認めた家庭に対し訪問支援を行うもの。

720

1
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

子ども未来部 新規
不妊に悩む方への特定治療支
援事業

特定不妊治療のうち、国が認めた先進医療部分に
おいて保険適用とならず、全額自己負担となってい
る経費の一部を助成するもの。

5,500

都市整備部 住宅政策推進事業
子育て世帯の住環境向上と中古住宅の流通促進お
よび空き家の発生抑制を目的として、中古住宅の取
得や改修について補助金を支出するもの。

6,082

シビックプライド醸成プログラム 680,553

教育委員会 ＡＬＴ派遣事業

英語指導における、「聞く」「話す」を中心にした実践
的能力の育成を目指し、在住外国人やJETプログラ
ムによるALT13名を雇用し市内小中学校へ派遣す
る。

56,303

教育委員会 国際理解教育推進事業
義務教育時期の外国語活動の充実や、日本語指導
を要する市内児童生徒が日本語での学習に適応す
る能力を養うため、指導員を派遣する。

7,064

教育委員会 新規 英語検定試験検定料補助事業

これまで実施してきた体験型事業の次の段階とし
て、生徒が身につけた英語力を実感し、自信を深め
られるような新たな取組として、英語検定試験を受
験する市内中学２年生の保護者に対し、補助金を
支給するもの。

1,574

教育委員会 英語シャワー事業
英語や国際理解を目的とした生涯学習活動のた
め、官民協働による交流・学習事業などを実施す
る。

8,610

教育委員会 「ふるさと文化・環境」発見事業
子どもたちのふるさと佐世保に対する誇りと愛情を
育てるため、小学校4年生の自然体験学習・中学校
1年生の歴史発見学習を実施する。

5,612

経済部
（観光商工部）

観光客誘致促進事業
佐世保観光コンベンション協会がMICEや学術大会
等を誘致する取組に対し支援を行うもの。

500

文化スポーツ部
（教育委員会）

新規
スポーツによるまちの活性化事
業

ブレイキンやスケートボードなどパリオリンピック開
催によるスポーツ機運の高まりを捉え、アーバンス
ポーツイベントを開催し、まちの賑わいづくりを行う。

2,086

文化スポーツ部
（企画部）

新規 国民文化祭推進事業

令和7年9月～11月に実施する国民文化際の実施
に向けた、広報やプレイベント実施による機運醸
成、施設・設備の修繕を行うもの（公財　佐世保地
域文化事業財団への委託）

25,000

文化スポーツ部
（企画部）

クラウドファンディング型プロジェ
クト応援事業（文化）

公的要素が含まれる民間主導の文化事業に対し、
市の窓口を通じて寄附金を募集し、資金調達・広報
の側面から支援することで、民間発の公的事業が
生まれる環境づくりを行うもの

30,000

文化スポーツ部
（企画部）

主要文化施設管理運営事業
アルカスSASEBO、市民文化ホール、島瀬美術セン
ターの管理運営、施設改修等を行うための経費など

510,267

地域未来共創部
（企画部）

宇久地域若者島外交流支援事
業

条件不利地域における地域格差の緩和及び青少年
の健全育成の推進のため、宇久高校の部活動等に
係る遠征に対し支援するもの

1,000

地域未来共創部
（企画部）

拡充 若者定住推進事業費

佐世保でチャレンジする若者を対象とした奨学金返
還等の支援や制度若者の居場所、交流、回帰の
きっかけとなる場（若者コミュニティ）を創造するため
の経費など

19,967

市民生活部
させぼ市民活動交流プラザ運営
事業

NPO等の活動拠点として設置している「させぼ市民
活動交流プラザ」の管理・運営を行うための経費

12,570

2
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

オンリーワン価値創造プログラム 976,547

教育委員会 旧学校跡地管理経費
小中学校の統廃合等により跡地となった用地の維
持管理を行い、遊休化した行政資源の効果的な活
用を図る。

3,031

経済部
（観光商工部）

拡充 観光客誘致促進事業
コンテンツツーリズムの促進、佐世保観光コンベン
ション協会への補助、宇久町観光協会への補助な
どを行うことにより観光客誘致促進を図るもの。

31,987

経済部
（観光商工部）

九十九島展望所管理事業
九十九島展望所（展海峰・船越展望所）を安全で快
適に利用できるよう維持管理を行うもの。

17,207

経済部
（観光商工部）

まちなか魅力向上事業
松浦公園乗降場の警備等管理運営およびクルーズ
船客を対象としたインバウンドPR業務を行うもの。

4,521

経済部
（観光商工部）

新規 観光地域づくり推進事業
北九十九島エリアにおいて、空き家を改修し、滞在
拠点を構築することで、地域一帯の観光ブランディ
ングを行う取組を支援するもの。

5,000

経済部
（観光商工部）

三川内焼振興
三川内焼の知名度向上及び販路開拓を図るため、
テーブルウェアフェスティバル出展に係る経費等を
支援するもの。

8,023

経済部
（観光商工部）

広域連携による周遊観光の推進
事業

観光プロモーションや情報発信を行うことで、訪日
外国人の誘致を促進するもの。

10,952

経済部
（観光商工部）

させぼ産品振興事業
市民及び都市圏の消費者に対して「させぼ産品」の
認知度向上のための情報発信及び販売促進（一部
連携事業）

10,172

経済部
（観光商工部）

九十九島パールシーリゾート管
理運営整備事業

九十九島パールシーリゾート（九十九島水族館、駐
車場、ターミナルビル、ビジターセンター、園地）の管
理運営経費、施設維持改修工事など

65,134

経済部
（観光商工部）

世界で最も美しい九十九島湾ク
ラブ推進事業

「世界で最も美しい湾クラブ」に加盟認定されている
九十九島を中心とした観光PR

14,377

経済部
（観光商工部）

世界遺産活用推進事業
黒島観光受入案内等業務委託、「黒島の集落」周遊
対策事業補助金（黒島観光電動アシスト自転車購
入）

6,740

経済部
（観光商工部）

日本遺産活用推進事業
日本遺産「鎮守府」を活用した観光客誘致の取組を
行うもの。

4,026

経済部
（観光商工部）

動植物園管理運営事業
九十九島動植物園森きららの管理運営経費、施設
維持改修工事など

181,720

港湾部
鯨瀬ターミナル周辺機能再編事
業

鯨瀬ターミナルにおいて、施設利用者の利便性向
上や安全性を確保し、運航事業者が安全で運航に
支障のない快適な施設整備として、フェリー岸壁の
改修を行うもの。

179,800

港湾部 拡充 ポートセールス振興業務

佐世保港へのクルーズ客船寄港誘致のためのセー
ルスに係る経費、クルーズ客船寄港時対応経費な
ど。
（R6年度クルーズ船入港予定隻数：75隻）

63,161

3
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

港湾部 拡充
佐世保港国際クルーズ拠点形成
事業

浦頭地区について、カーニバルコーポレーションと
連携し国際クルーズ拠点としての魅力向上並びに
賑わいづくりのための整備を行うため、令和5年度
に引き続き千灯籠タワーの整備を行うとともに、純
和風のイメージを持った設備整備および音響設備
の設置を行うもの。

195,618

都市整備部 公園管理運営事業
九十九島観光公園を適正に管理するための維持管
理業務委託や植栽管理業務委託など。

38,355

土木部 改良保全型事業（道路改良）

九十九島観光公園へのアクセス向上のため、入口
に左折レーンを新設するとともに、大型バスの通行
道路について安全に離合を行うための道路拡幅工
事を行うもの。

104,000

地域未来共創部
（企画部）

宇久地域振興経費
宇久島の自立的発展を促進し持続可能な地域づく
りを構築するためのアクションプランの策定、地域の
魅力創出への取組実施など

17,773

地域未来共創部
（企画部）

地域おこし協力隊事業
都市地域から人材を誘致、活用することで本市への
定住や地域力の維持・強化を図ための地域おこし
協力隊にかかる経費

10,944

企画部 企画戦略事業費
俵ヶ浦半島全体の自然観光公園化の検討にかかる
経費

4,006

グローカル産業育成プログラム 304,493

経済部
（観光商工部）

労働雇用対策費
妊娠・出産等で離職した女性の市内就職促進や副
業・兼業の活用促進のための取組を実施するもの。

8,164

経済部
（観光商工部）

戦略産業推進プロジェクト
人材育成や人材確保に取り組む中小企業者等へ
の支援、地域のDX推進に不可欠なデジタル人材の
育成・就職支援

6,215

経済部
（観光商工部）

拡充 産業コーディネート事業
イノベーションリーダー育成プログラム経費、産業
コーディネータに係る経費（２名）、機能拡充に伴う
経費、産業支援センター管理運営経費など

32,782

経済部
（観光商工部）

新規創業支援事業
アントレプレナーシップ醸成事業助成金、創業促進
補助金、西九州させぼ広域都市圏ビジネスプランコ
ンテスト開催負担金など

10,362

経済部
（観光商工部）

海外ビジネス展開支援事業
ジェトロ長崎をはじめとする貿易支援機関等と連携
し、市内企業に対して経済交流支援や情報提供等
を行うもの。

2,801

経済部
（観光商工部）

サテライトオフィス開設促進事業
市内にサテライトオフィス等の開設を行う事業者に
対し、開設に伴う施設改修費等について支援を行う
もの。

3,233

経済部
（企業立地推進局）

企業誘致活動事業
トップセールスを含む企業訪問による情報収集及び
誘致活動経費

13,000

経済部
（企業立地推進局）

企業立地奨励事業
新規立地または増設・移設を行った企業に対する各
種奨励金の交付（新設２社、増設７社）

186,328

経済部
（企業立地推進局）

立地企業支援事業
立地企業への訪問を行いアフターフォローに努める
ことで、さらなる投資を生み出すための活動経費

1,271

4
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

農林水産部 新規 スマート化・高品質化支援事業
本市農畜産物の収益性の向上と持続可能な農業を
達成するため、機械・施設等の導入に対する支援を
行うもの。

27,522

農林水産部 養殖業育成事業
陸上養殖施設開設に向け、効率の良い設備の情報
収集等に係る経費。

264

農林水産部 種苗生産事業
陸上養殖の普及・啓発のための試験養殖・先進地
視察等を行うもの。

2,000

環境部 カーボンニュートラル推進事業

カーボンニュートラル推進のため、各部局が主体的
に取組むことができる施策のサポートを行うととも
に、温室効果ガス排出状況の把握並びに市域から
の排出削減に取組むため、市民や事業者への啓発
に努める。

1,302

基地政策局 新規 基地経済調査研究事業
本市に所在する防衛関連産業の調査・研究を行
い、「基地を活かしたまちづくり」のための事業計画
立案を行うもの

8,850

企画部 企画戦略事業費
自治体新電力を活用したＧＸ事業の推進にかかる
経費

399

４つの柱を下支えする社会基盤整備 4,409,351

子ども未来部
中央公園屋内遊び場管理運営
事業

名切地区再整備において、中央公園内に令和４年
４月１日に供用開始した屋内遊び場施設の管理を
行うもの。

11,208

都市整備部
公園管理運営事業（中央公園）
施設管理

名切地区再整備において、令和４年４月１日に供用
開始した中央公園の管理を行うもの。

41,189

都市整備部 市街地再生指導事業
土地区画整理事業及び市街地再開発事業に関す
る相談受付、技術支援を行うもの。

842

都市整備部 都市再生整備計画事業

官民が連携し公共空間の利活用に取り組む「ウォー
カブル推進事業」の推進を行うとともに、都市の魅
力向上を図るため、人流データの取得などを行うも
の。

14,077

都市整備部 景観形成推進事業
景観計画に基づき、届出等の適正な処置、景観誘
導を行うとともに、景観に関する冊子やSNSを活用
したイベント等による啓発活動を実施するもの。

2,586

都市整備部 建築指導業務経費
建築指導法に基づく建築物、工作物等の確認及び
許可事務を行うもの。

11,726

都市整備部 建築物災害防止事業
老朽危険空き家・空き建築物の除却に対して補助
金を支出するなど、建築物災害防止のための各種
取り組みを行うもの。

26,504

都市整備部 斜面密集市街地対策事業
防災上危険な状況にある密集市街地の整備を総合
的に推進するもの。

204,819

都市整備部 公園施設改修事業
公園における施設や遊具の安全性や快適性を確保
するため、公園施設の補修を行うもの。

53,753

都市整備部
農林水産部

開発指導経費
林業行政事務費

盛土規制法の施行に伴い、盛土基礎調査を行うも
の。

17,927

5
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シティブランディング関連事業一覧
（単位：千円）

担当
部局

新規
拡充

事業名 事業概要 事業費

港湾部 港湾施設改良
港湾海岸施設の改良や補修工事を行うことで既存
施設の延命化を図り、利用上の安全性及び利便性
を確保するもの。

172,202

港湾部 港湾施設改良費統合補助事業 国庫補助を活用し、港湾施設の補修を行うもの。 21,525

港湾部 各地区調査委託
港湾海岸施設の改修維持補修事業を行うために、
基本調査、概略設計実施根拠当の基礎資料を得る
ため、点検等を行うもの。

10,800

港湾部 国直轄事業負担金
佐世保港における港湾海岸施設の補修のため、国
が実施する工事に対して負担金を支出するもの。

103,500

土木部 市内循環確保事業（道路改良）

広域圏の速達性を高め、本市の都市としての価値
の維持向上を図るため、長崎県が実施する本市内
の道路整備事業について費用の一部を負担し、広
域道路ネットワークの整備を行うとともに、市道の交
通循環の円滑化を推進し都市機能の維持向上を図
るため、前畑崎辺道路をはじめとした市内道路ネッ
トワークの整備を行うもの。

2,263,907

土木部 市内循環確保事業（街路）
長崎県が事業認可を受けて施工する街路事業（春
日瀬戸越線）について、地方財政法第27条に基づ
き、費用の一部を負担するもの。

26,450

土木部 改良保全型事業（急傾斜地）

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を保護
するため、地元要望を受け採択要件を満たした急傾
斜地について未然の崩壊対策工事を実施するも
の。

1,047,186

土木部 予防保全型事業（急傾斜地）
急傾斜施設点検等の結果に基づき、急傾斜施設の
修繕を行うもの。

49,145

水道局 石木ダム建設関連事業

本市の水源不足の抜本的な解決策として、長崎県
と共同で石木ダム建設事業に取り組んでいる。令和
６年度予算においては、ダム本体工事と県道の付
替工事を計上され、本市はその工事に対して負担
金を支出するもの。

330,005

6
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ポストコロナ（DX戦略）関連事業（ポストコロナ収支）一覧
（単位：千円）

款
担当
部局

中事業名 事業名称 事業概要 事業費

370,650

2
行政経営
改革部

（総務部）
基幹系業務システム管理事業 申請管理システム運用経費

行政手続のオンライン化に係る「ぴったりサービス
（マイナポータルでのオンライン申請機能）」の管理
運営を行うもの

1,070

2
行政経営
改革部

（総務部）
庁内情報化基盤管理事業 自治体情報セキュリティクラウド

県が主体となって調達・運用を行っている長崎県セ
キュリティクラウドを活用した強靭で利便性の高いセ
キュリティ対策を実施することで、庁内パソコン及び
ネットワーク環境のセキュリティ強化の推進を図るも
の

3,868

2
行政経営
改革部

（総務部）
庁内情報化基盤管理事業 スマートワーク環境の構築

「佐世保市DX戦略」における「職員の能力を最大限
発揮できる魅力的な職場環境」の構築に向け、一部
の職員用パソコンを様々な場所に持ち運ぶことがで
きるノートパソコンに更新するとともにテレワーク環
境等の構築を行うもの

28,129

2
行政経営
改革部

（総務部）
DX企画推進事業 先進的ICT技術活用推進経費

AIやキャッシュレス化等の先進的な技術を活用し
て、業務効率化・市民サービス向上を図るもの。

7,966

2
行政経営
改革部

（総務部）
先進的ICT技術活用推進事業 RPAやAI等の先進技術の活用

働き方改革の推進を背景としたRPAやAI等の先進
的な技術の活用により、人口減少や市民ニーズの
多様化等に対応することで業務効率化及び市民
サービス向上を図るもの

13,605

6
農林

水産部
有害鳥獣被害防止対策

有害鳥獣被害防止対策
（学術機関と連携した共同研究）

学術機関と連携し、有害鳥獣の被害対策について
共同研究（箱罠の高機能化によるイノシシの捕獲効
率向上）を行うもの

800

6
農林

水産部
養殖業育成事業 赤潮監視対策事業

赤潮を早期に発見しするための監視機器を設置し、
漁業被害の低減を行うもの
【設置個所】
佐世保4基、平戸1基

7,739

7
経済部
（観光

商工部）
観光地域づくり推進事業

SNS等データのＡI解析ツール導
入

SNS等やWEB検索のデータをAIにより収集・分析
し、「人流データ」とかけあわせることで、客観的な
データに基づく観光客の行動分析を行い、効果的な
観光施策の立案につなげるもの

2,048

7
経済部
（観光

商工部）
観光地域づくり推進事業 人流データ分析

携帯電話の位置情報や属性情報を集計しモバイル
空間統計等のデータ提供サービスを活用し、観光
客の動向や属性をリアルかつタイムリーに捉え分析
及び明確なコンセプトに基づいた戦略策定を図るも
の

55

7
経済部
（観光

商工部）
観光地域づくり推進事業 最適化観光ルート情報発信事業

MaaSアプリ「STLOCAL」を活用し、個人旅行客の
様々な訴求に対応する最適な情報の提供とルート
案内を図るもの

1,660

8 土木部 道路橋りよう一般管理費
道路冠水状況モニタリングシステ
ム

監視カメラやセンサー及び水位計により、道路冠水
の可能性がある市道においてモニタリングを行うも
の
【対象路線】
真申線ほか8路線

2,489

8 土木部 改良保全型事業（道路維持）
道路パトロールの動画活用シス
テム及びAI分析システム

道路パトロール用車両に設置するGPS内蔵のドライ
ブレコーダーから取得した路面情報の動画データの
AI分析を行うことで、路面診断評価の精度向上を図
るもの

1,760

8 土木部 河川一般管理費 河川モニタリングシステム

市内8か所の河川等に設置した水位計により、災害
時の推移をリアルタイムで状況把握するもの。ま
た、水位計のデータを蓄積することで、冠水・浸水発
生のメカニズムの解明につなげるもの。

1,004

10
防災
危機

管理局
災害情報共有システム経費 災害情報共有システム経費

災害対応時の効率的な情報把握・整理及び的確な
情報発信を目指し、災害情報共有システムを運用
するもの

12,561

自治体情報システム標準化・共
通化

自治体情報システム標準化・共
通化

国・地方を通じたデジタル基盤の統一・標準化を行
うもの。
【標準化対象業務】
　「1 児童手当、2 子ども・ 子育て支援、3 住民基本
台帳、4 戸籍の附票、5 印鑑登録、 6 選挙人名簿
管理、 7 固定資産税、8個人住民税、9 法人住民
税、10 軽自動車税、11 戸籍、12 就学、13 健康管
理、14 児童扶養手当、15 生活保護、16 障害者福
祉、17 介護保険、18 国民健康保険、19 後期高齢
者医療、20国民年金」

285,896

全体事業費

全庁関連
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ポストコロナ（DX戦略）関連事業（通常収支）一覧
（単位：千円）

款
担当
部局

中事業名 事業名称 事業概要 事業費

63,444

2
行政経営
改革部

（総務部）
DX企画推進事業

ローコードによるシステム開発の
内製化

ローコードツールを活用し、様々な内部事務作業の
効率化を図るもの

3,262

2
行政経営
改革部

（総務部）
DX企画推進事業

佐世保市版生成AIの開発・運用
経費

生成AI（ChatGPTなど）を活用し、AIによる文書作成
や政策立案のヒントを考えさせたりし、業務効率化
を図るもの

13,322

6
農林

水産部
スマート化・高品質化支援事業

農畜産業スマート化・高品質化
支援事業補助金（スマート化支
援）

農畜産物の高品質化・収益性の向上による持続可
能な農業の達成を目指し、スマート農業技術の機器
導入に対する経費の一部を支援を行うもの
なす：外観計測装置・選果制御卓システム付導入

20,790

6
農林

水産部
スマート化・高品質化支援事業

農畜産業スマート化・高品質化
支援事業補助金（畜産関係）

農畜産物の高品質化・収益性の向上による持続可
能な農業の達成を目指し、スマート農業技術の機器
導入に対する経費の一部を支援を行うもの
牛用監視カメラ3台

1,093

7
経済部
（観光

商工部）
観光客誘致促進事業

コンベンション協会業務デジタル
化等事業

観光コンベンション協会のDX推進に向けて、業務の
デジタル化に係る経費を支援することで、デジタル
マーケティング強化及びSDGs推進を図るもの。

2,700

7
経済部
（観光

商工部）
観光客誘致促進事業

コンベンション協会デジタルパン
フレット事業

スマートフォンやタブレット端末等を活用した観光情
報の収集ニーズに対応するために、観光情報をま
とめたデータを作成するもの

750

8
都市

整備部
建築物災害防止事業 空き家推定ツール開発共同研究

包括連携協定を締結している(株)ゼンリンと連携し、
(株)ゼンリンの持つ空き家データと、佐世保市が所
有する空き家データを掛け合わせ分析することで、
適時、机上にて空き家の位置および状態を推定で
きるシステムを構築するもの

3,446

8 土木部 改良保全型事業（道路維持） ドローンの活用
インフラ施設や災害現場の全体像の把握や写真・
動画の撮影、関係部署との共有、市民への情報発
信などドローンの多目的活用を実施するもの

869

8
都市

整備部
都市再生整備計画事業 ウォーカブル推進事業

立地適正化計画に基づき、中心市街地の再生を目
的とした社会実験を行うもの。具体的には、小規模
区画で人工芝やウッドデッキ、ベンチ等のファニ
チャーを設置し効果検証を行う。また、滞在したくな
る快適な公共空間デザインを３D都市モデル上で検
討する

11,000

8
都市

整備部
都市再生整備計画事業 人流データ取得

EBPMに基づいたまちづくりの政策立案のため、人
流データを取得するもの

3,077

9 港湾部 ポートセールス振興業務
佐世保港客船等入港予約システ
ム

オンラインシステムによるリアルタイムでの予約状
況の見える化により、クルーズ受入体制を強化する
もの

3,135

一般会計合計

-18-



地域社会再生事業一覧
（単位：千円）

款
担当
部局

中事業名 事業名称 事業概要 事業費

161,500

6
農林

水産部
藻場保全対策事業 ブルーカーボン・オフセット事業

藻場が吸収する二酸化炭素量を算定し、国が試行中の
Jブルークレジットへ申請を行うとともに、今まで委託で実
施していた藻場面積の測定を自前で出来る体制構築を
図るもの。
【測定地区】
北九十九島地区

1,000

8
都市

整備部
公園施設改修事業 公園照明灯ＬＥＤ化事業

公園照明設備をLED化することによりCO2の排出量を抑
制するとともに、長寿命化を図るもの。
【対象施設数】
公園照明灯：445基
便所照明灯： 63棟

150,000

9 港湾部 各地区港湾施設維持補修 港湾施設照明灯ＬＥＤ化事業
港湾施設内の照明灯をＬＥＤ化するもの。
【対象箇所】
鹿子前地区照明灯：22基

10,000

11
子ども
未来部

公立幼稚園施設整備事業
白南風幼稚園保育室照明設備
LED化工事

佐世保市立白南風幼稚園の保育室照明設備をLED化す
ることによりCO2の排出量を抑制するとともに、長寿命化
を図るもの。
【対象】
保育室照明灯：4基

500

全体事業費
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第７次総合計画（後期基本計画）におけるまちづくりの分野別　主な取組
（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考

『０１　ひと』 27,761,628

教育委員会 新規 いじめ・不登校対策事業 28,049 再掲

教育委員会 新規
学びの多様化学校（いわゆる不
登校特例校）等設置準備事業・
中学校夜間学級施設管理費

2,561 再掲

教育委員会 拡充 サテライトあすなろ教室運営 6,034

教育委員会 新規 英語検定試験検定料補助事業 1,574 再掲

教育委員会 新規
中学校の部活動地域移行に向け
た実証事業

4,014 再掲

教育委員会 新規
小中学校施設管理費（スマート
ロック）

2,288

教育委員会 新規
学校再編推進事業・金比良小・
光海中学校再編事業

26,313 再掲

教育委員会 地域学校協働推進事業 18,063

教育委員会 新規
学校給食費管理事業
（中学校３年生の給食費無償化）

86,661 再掲

教育委員会 拡充
理科学習支援事業・少年科学館
運営費

1,836

教育委員会 新規
福井洞窟特別史跡指定記念事
業

5,586

子ども未来部 新規

第2子以降の保育料無償化
・保育無償化対応事業
・私立保育所等運営費（施設型
給付費）
・私立保育所等運営費（地域型
保育給付費等）　など

177,821 再掲

子ども未来部 新規 すこやか子どもセンター設置 526,625

子ども未来部 新規
児童発達支援センター移転整備
事業

2,364

官民連携の「ふるさと教育」を拡充し、地元で働き暮らす意識
の醸成と地元企業を知ってもらう取組を合わせて実施する。

全国初となる旧石器時代の特別史跡指定を目指しており、特
別史跡指定記念としてイベントを実施する。

事 業 概 要

従来から実施している「心の相談員派遣事業」に加え、新た
に学校内に「校内教育支援センター（スクール・スペシャル・
ルーム＝SSR）」を設置し、不登校児童生徒のニーズに応じた
多様な学びの場を確保する。

令和７年４月の中学校夜間学級の設置準備および、将来的
な不登校特例校の設置に向けた検討を行うもの。

これまで実施してきた体験型事業の次の段階として、生徒が
身につけた英語力を実感し、自信を深められるような新たな
取組として、英語検定試験を受験する市内中学２年生の保護
者に対し、補助金を支給するもの。

国県が進めている部活動改革について、まずは休日の部活
動を段階的に地域移行していくことを目指し、佐世保市の在り
方について様々なモデルパターンの実証を行い運用の在り方
や課題を検証する。

不登校児童生徒の受け皿として実施しているサテライトあす
なろ教室を、佐々町でと連携し広域連携事業として拡充する
もの。

学校施設の鍵管理業務のうち、社会体育への施設開放や避
難所等で目的外利用されている「屋内運動場（体育館）」につ
いて、Wi-Fi通信型暗証番号式スマートロックを試行導入す
る。

公共施設適正配置・保全実施計画に基づく学校再編を計画
的に実施していく。令和6年度は、説明会実施及び金比良小・
光海中学校の再編のための敷地測量・基本設計業務を実施
する。

学校・家庭・地域の連携・協働体制を構築し、子どもたちを心
豊かに育むとともに、学校を核とした地域の活性化を図るた
めの地域学校協働活動を推進する。

中学校３年生は塾などの教育費の負担が大きく、補助学習費
の割合が高いことから、子育て支援、保護者の経済的負担軽
減のため給食費無償化を実施する。

地域の障害児通所支援事業所の質の向上に向けた取組など
機能強化を図るため、児童発達支援センター（すぎのこ園）に
ついて移転整備を行うもの。（R8年度末移転完了）

全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対し、母子保健と児童
福祉の両面から一体的に相談支援を行う機関として設置。
支援にあたっては、統括支援員（新規配置）を中心にサポート
プランを作成。妊娠活動期から子育て期にわたる切れ目のな
い支援を行う。

●設置に係る新規・拡充事業　　32,772千円
　・不妊に悩む方への特定治療支援事業（新規）
　・産前・産後家事育児支援事業（新規）
　・養育支援訪問事業（拡充）
　・産後ケア事業（拡充）
　・統括支援員等の配置（新規）

市内の多子世帯への経済的負担軽減対策として、国が掲げ
る共働き・共育ての推進を図りながら、第2子以降の1～2歳児
の保育料無償化を行うもの。
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（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考事 業 概 要

子ども未来部

子ども発達センター事業
・子ども発達センター診療事業
・児童発達支援事業
・障害児等療育支援事業
・地域子育て支援センター事業

53,995

子ども未来部 拡充 放課後児童健全育成事業 831,385

子ども未来部 拡充 障がい児保育事業 50,368

子ども未来部 新規 保育士等処遇改善推進事業 38,000

子ども未来部 拡充 保育士等体制強化事業 18,202

子ども未来部 拡充 福祉医療支給事業費 777,153

子ども未来部 させぼっ子未来プラン策定事業 7,849

その他 25,094,887

『０２　しごと』 40,285,486

経済部
（観光商工部）

戦略産業推進プロジェクト 6,215 再掲

経済部
（観光商工部）

拡充 産業コーディネート事業 32,782 再掲

経済部
（観光商工部）

新規創業支援事業 10,362 再掲

経済部
（観光商工部）

ふるさと納税制度推進事業 1,413,482

経済部
（観光商工部）

拡充 伝統産業会館等管理運営事業 43,433

経済部
（観光商工部）

させぼ産品振興事業 10,172 再掲

経済部
（観光商工部）

拡充 観光客誘致促進事業 97,671 再掲

経済部
（観光商工部）

世界で最も美しい九十九島湾ク
ラブ推進事業

14,377 再掲

経済部
（観光商工部）

拡充 観光地域づくり推進事業 71,592 再掲

経済部
（観光商工部）

世界遺産活用推進事業 6,740 再掲

三川内焼伝統産業会館複合化改修事業（令和10年度供用開
始予定）、施設維持管理経費

人材育成や人材確保に取り組む中小企業者等への支援
地域のDX推進に不可欠なデジタル人材の育成・就職支援

イノベーションリーダー育成プログラム経費、産業コーディ
ネータに係る経費（２名）、機能拡充に伴う経費、産業支援セ
ンター管理運営経費など

アントレプレナーシップ醸成事業助成金、創業促進補助金、
西九州させぼ広域都市圏ビジネスプランコンテスト開催負担
金など

寄附目標額28億円
寄附金の受入、返礼品の造成・発送・PR、ワンストップ特例申
請受付（オンライン含む）など

市民及び都市圏の消費者に対して「させぼ産品」の認知度向
上のための情報発信及び販売促進（一部連携事業）

佐世保観光コンベンション協会への補助、宇久町観光協会へ
の補助、DX戦略関連事業、滞在型観光事業負担金など

「世界で最も美しい湾クラブ」に加盟認定されている九十九島
を中心とした観光PR

北九十九島エリア滞在促進事業、観光地域づくりプラット
フォーム構築事業負担金、観光地域ブランド確立事業補助
金、最適化観光ルート情報発信事業補助金など

黒島観光受入案内等業務委託、「黒島の集落」周遊対策事
業補助金（黒島観光電動アシスト自転車購入）

すべての子どもたちの心身の健やかな発達を促進するため、
小児科医を中心に各専門職員が外来診療、通所支援、施設
支援、療育指導等を行う「療育部門」と、保育士等による育児
相談や親子遊び、情報提供等を行う「親子交流部門」を大き
な２つの柱として医療等の療育サービス及び子育て支援サー
ビスを提供するもの。

「子どもを安心して産み、楽しく育て、子どもが健やかに成長
できるまち」の実現にあたり、こども大綱等を踏まえた令和７
年度を始期とする「第3期新させぼっ子未来プラン」を策定す
るもの。

医療費の一部を支給し保健の向上及び福祉の増進を図る事
業。小中学生、ひとり親について現物給付対象地域を平戸
市、松浦市、佐々町、小値賀町に拡大するもの。

保育士の業務負担軽減及び離職防止を図るため、加配保育
士及び保育周辺業務（配膳・清掃等）を行う保育支援者の配
置にかかる経費を補助するもの。

幼児教育・保育の質の向上と保育士等への離職防止を図る
ため、保育士等職員に対して処遇改善に係る手当を支給す
るもの。

障がい児の受け入れのため、障がい児担当の保育士等を配
置する保育所・認定こども園に対し、経費を補助するもの。

放課後児童クラブの運営委託経費。
児童クラブ数を1クラブ増（大塔小学校区）するとともに、国庫
補助を活用し、運営事業者に対する支援の拡充（賃借料補
助）などを行うもの。
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（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考事 業 概 要

経済部
（観光商工部）

競輪開催費 27,831,840

経済部
（企業立地推進
局）

企業立地奨励事業 186,328 再掲

農林水産部 有害鳥獣被害防止対策 145,687

農林水産部 拡充 新規就農者支援事業 2,094

農林水産部 新規 スマート化・高品質化支援事業 27,522 再掲

農林水産部 家畜導入促進事業 15,350

農林水産部
地方創生道（林道）整備推進交
付金事業

28,599

農林水産部 拡充 養殖業育成事業 9,711 再掲

農林水産部 種苗生産事業 34,299 再掲

農林水産部 水産センター機能強化事業 275,273

その他 10,021,957

『０３　まち』 42,911,923

水道局 水道施設整備事業 4,620,105

水道局 公共下水道事業 2,136,982

港湾部 拡充 ポートセールス振興業務 63,161 再掲

港湾部 港湾施設改良 172,202

港湾部
佐世保港国際クルーズ拠点形成
事業

20,994

港湾部
（港湾特会）

拡充
佐世保港国際クルーズ拠点形成
事業

195,194 再掲

港湾部
（港湾特会）

新規
佐世保クルーズセンター管理事
業

35,459

木材の流通経路と施業環境を改善し、林業の活性化と生産
活動の向上を図るための林道整備

車券売上金285億円見込
的中車券払戻金、選手賞金、競輪開催業務等包括委託、場
外開催経費など

新規立地または増設・移設を行った企業に対する各種奨励金
の交付（新設２社、増設７社）

有害鳥獣の捕獲業務委託、捕獲報奨金、防護柵整備、学術
機関と連携した共同研究など

農業研修の実施や初期費用の負担軽減により新たな担い手
の育成および認定農家後継者の呼び戻し促進による経営継
承を促すための支援
一部支援を拡大（農業研修を受講する者と受入主体に加え、
就農・営農支援の農業者団体）

スマート農業・畜産業技術の導入、農畜産物の高品質化への
取組に対する支援

優良な遺伝子を持つ肉用牛の導入や保留を行う際に、費用
の一部を支援

養殖漁場の環境改善に対する補助、漁業被害低減のための
赤潮監視機器設置、陸上養殖普及促進のための調査費用な
ど
赤潮監視機器は設置個所を拡充

漁業振興のための種苗生産（放流、供給、試験生産など）、
赤潮調査等による養殖業被害軽減、陸上養殖試験のための
経費
広域的な栽培漁業推進のための放流用種苗等の計画生産
及び供給

高付加価値種苗の研究開発による養殖漁業の振興および連
携市町を含めた栽培漁業の拠点的役割を担うための施設整
備
・新魚種生産棟の建築・機械・電気工事

施設整備、施設更新など

再構築、施設更新、老朽化対策など

佐世保港へのクルーズ客船寄港誘致のためのセールスに係
る経費、クルーズ客船寄港時対応経費など。
（R6年度クルーズ船入港予定隻数：75隻）

港湾海岸施設の改良や補修工事を行うことで既存施設の延
命化を図り、利用上の安全性及び利便性を確保するもの。

浦頭地区へクルーズが寄港した際の水質調査や交通量調査
などの環境調査等を行うもの。

浦頭地区について、カーニバルコーポレーションと連携し国際
クルーズ拠点としての魅力向上並びに賑わいづくりのための
整備を行うため、令和5年度に引き続き千灯籠タワーの整備
を行うとともに、純和風のイメージを持った設備整備および音
響設備の設置を行うもの。

浦頭の佐世保クルーズセンターが令和6年3月に供用開始す
ることに伴い必要となる、施設の維持管理経費。
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（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考事 業 概 要

都市整備部 新規 都市公園ストック再編事業 58,125

都市整備部 拡充 建築物災害防止事業 30,295 再掲

都市整備部 都市再生整備計画事業 14,422 再掲

都市整備部 公園管理運営事業 461,348

都市整備部 公園施設改修事業 209,498 再掲

土木部 道路橋りよう一般管理費 63,374

土木部 改良保全型事業（道路維持） 579,753

土木部 市内循環確保事業（道路改良） 2,263,907 再掲

土木部 拡充 改良保全型事業（河川） 196,770

土木部 市内循環確保事業（街路） 26,450 再掲

基地政策局 新規 基地経済調査研究事業 8,850 再掲

環境部 拡充 浄化槽補助事業 137,019

環境部 新規 最終処分場建設（拡張）事業 9,900

環境部 新規
旧最終処分場多目的広場整備
事業

6,060

その他 31,602,055

道路の舗装、側溝、路側、防護柵等の補修のほか、除草や
路面清掃、街路樹管理などを行うもの。

広域圏の速達性を高め、本市の都市としての価値の維持向
上を図るため、長崎県が実施する本市内の道路整備事業に
ついて費用の一部を負担し、広域道路ネットワークの整備を
行うとともに、市道の交通循環の円滑化を推進し都市機能の
維持向上を図るため、前畑崎辺道路をはじめとした市内道路
ネットワークの整備を行うもの。

本市地域防災計画に位置付けられている災害危険区域につ
いて、災害発生及び拡大を防止するため、河川の整備および
浸水被害対策等を行うもの。

本市に所在する防衛関連産業の調査・研究を行い、「基地を
活かしたまちづくり」のための事業計画立案を行うもの

浄化槽設置補助金（国庫補助分、市単独分）など
※令和６年度からみなし浄化槽撤去への補助を実施

西部クリーンセンター敷地内にある旧最終処分場跡地に、主
にグラウンドゴルフと、ミニサッカーを行うことができる多目的
広場を整備するため、測量設計業務委託を行う。

現西部クリーンセンター一般廃棄物最終処分場が令和１６年
度に埋立完了予定であることから、新たに最終処分場を建設
するため、基本構想策定業務委託を行う。

長崎県が事業認可を受けて施工する街路事業（春日瀬戸越
線）について、地方財政法第27条に基づき、費用の一部を負
担するもの。

道路照明灯にかかる経費や道路行政を円滑に遂行するため
の事務費など

公園施設の老朽化が進行するなかで、既存の公園を生かし
ストック効果を高めるため、日常生活圏域内の公園の機能を
分担し、様々な使い方ができる公園を再整備するもの。
【対象区域】
卸本町陽光台エリア

老朽危険空家（住宅及び事務所など）除却費用に対する補助
（防災・減災事業計画）、 老朽危険空家緊急対策工事等に係
る経費、 住宅・建築物の耐震化への指導助言、 戸建木造住
宅の耐震診断、空き家推定ツールの共同研究など

官民が連携し公共空間の利活用に取り組む「ウォーカブル推
進事業」の推進、都市再生協議会の運営経費など

公園点検・清掃、草刈・樹木管理、ごみ収集、便所清掃、九十
九島観光公園管理、中央公園管理・施設購入など

公園施設の維持改修、白浜海浜センター外壁改修、公園施
設照明灯等のLED化事業など
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（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考事 業 概 要

『０４　くらし』 106,025,334

保健福祉部 重層的支援体制整備推進事業 16,593

保健福祉部 新規 避難行動要支援者支援事業 7,575

保健福祉部 新規 訪問型レスパイト事業費 2,196

保健福祉部 拡充 敬老行事事業 56,229

保健福祉部 在宅医療・介護連携事業費 34,408

保健福祉部 敬老特別乗車証等交付事業 481,620

保健福祉部 拡充 地域医療推進事業費 96,502

保健福祉部 拡充 歯科保健推進事業 4,361

保健福祉部 新規 感染症対応体制整備事業 10,699

保健福祉部 急病診療所運営事業 211,500

市民生活部
地区自治協議会活動等支援事
業

74,326

消防局 拡充 メディカルコントロール経費 8,142

防災危機管理局 新規 防災行政無線整備事業 681,900

文化スポーツ部
（教育委員会）

新規
スポーツによるまちの活性化事
業
（アーバンスポーツ活用事業）

2,016 再掲

文化スポーツ部
（企画部）

新規 国民文化祭推進事業 25,000 再掲

その他 104,312,267

ブレイキンやスケートボードなどパリオリンピック開催によるス
ポーツ機運の高まりを捉え、アーバンスポーツイベントを開催
し、まちの賑わいづくりを行うもの。

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町
村の重層的な支援体制を構築する。
　事務費671　多機関協働委託15,922

災害発生時に自ら避難することが困難で真に支援が必要な
方に対し、個別避難計画の啓発・作成に取り組むもの。

在宅生活を行っている医療的ケアが必要な障がい者・児の自
宅・外出先に看護師等を派遣し、介護者の代わりに医療的ケ
アを伴う見守りを行い、介護者に休息を与えるもの。

高齢者に敬老の意を表し、長寿を祝福するため、敬老行事開
催経費の一部助成や米寿記念品及び祝金の贈呈を行うも
の。

在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な支援の実
施
（一部連携事業）

７５歳以上の高齢者に対し、西肥バス乗車券等を交付する。

地域医療構想の実現と医療計画の推進及び進捗管理を行う
とともに、医療人材を確保し、安心してサービスを受けられる
体制を維持する。
（一部連携事業）

「佐世保市歯・口腔の健康づくり推進計画」に基づき市民の生
涯にわたる歯科疾患の予防及び口腔機能の維持・向上を計
画的に実施するため、成人歯科健診の受診促進、実施計画
の策定に加え、新たに若年者歯科健診を実施する。

令和５年度に新たに策定の予防計画及び健康危機対処計画
に基づき、平時における備えとして、人材確保・育成や関係機
関等との連携強化など体制整備を図るとともに、市民や社会
福祉施設等への感染症対策等の啓発等を行う。

第３期地域コミュニティ推進計画に基づき、地区自治協議会
が安定した運営のもと、地域の課題を自ら解決できる取組み
を行うことができるよう支援するもの。

救急救命士を含む救急隊員が行う救命処置等の質の向上を
図るもの。また、新規事業として、急な病気をした時に「救急
車を呼んだ方がいいのか」「病院に行った方がいいのか」など
迷った際の相談窓口として、電話で専門家からアドバイスを
受けることのできる電話相談事業を開始する。

災害情報の迅速かつ確実な伝達のため、旧市内の防災行政
無線を280MHzシステムに更新整備し、市内無線システムを
統一化するもの。
（令和6年度～7年度継続年期設定事業）

夜間・休日等における急な病気に対する応急的な診察を市立
急病診療所や在宅当番医で診療を行う。

令和7年9月～11月に実施する国民文化際の実施に向けた、
広報やプレイベント実施による機運醸成や施設・設備等の修
繕を行うもの。
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（単位：千円）

担 当 部 局
新規
拡充 事 業 名 事 業 費 備 考事 業 概 要

『０５　行政経営』 19,432,353

総務部 新規 獣医師確保支援事業 2,160

企画部 企画戦略事業費 10,117 再掲

企画部 拡充 政策経営事業 22,008

行政経営改革部
（総務部）

拡充 DX企画推進事業 39,909 再掲

行政経営改革部
（総務部）

先進的ICT技術活用推進事業 18,500 再掲

行政経営改革部
（総務部）

庁内情報化基盤管理事業 362,515

地域未来共創部
（企画部）

拡充 若者定住推進事業 9,909 再掲

地域未来共創部
（企画部）

ＵＪＩターン推進事業 49,960

地域未来共創部
（企画部）

拡充 離島振興対策事業費 28,111

地域未来共創部
（企画部）

宇久地域振興経費 32,945 再掲

その他 18,856,219

総合計画に網羅されない事業群 計 990,791

237,407,515

　将来、市職員として獣医師の業務に従事しようとする獣医
学生に対し修学資金を貸与し、必要な獣医師の人材を確保
することにより、公衆衛生及び家畜衛生の充実を図るもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　計

DXコーディネーター・CDO補佐官による業務支援や生成AI
（チャットGPT）の開発・運用による業務効率化にかかる経費
など

俵ヶ浦半島全体の自然観光公園化の検討、中心市街地まち
づくり検討、自治体PPS連携にかかる経費など

EBPM（証拠に基づく政策立案）の考え方に基づく外部評価と
事業改善等支援にかかる経費など

佐世保でチャレンジする若者を対象とした奨学金返還等の支
援や制度若者の居場所、交流、回帰のきっかけとなる場（若
者コミュニティ）を創造するための経費など

　離島航路の運賃低廉化にかかる支援、中間支援組織（高島
活性化コンベンション協会「ESPO」）への支援など

庁内情報化基盤（行政ネットワーク、事務用パソコン機器）の
管理運用経費やスマートワーク環境の構築など

まちなかお試し住宅を活用した周遊型ワーケーションの確
立、移住者増加を図るための支援など

雇用機会の拡充支援、宇久島の自立的発展を促進し持続可
能な地域づくりを構築するためのアクションプランの策定、地
域の魅力創出への取組実施など

働き方改革の推進を背景としたRPAやAI等の先進的な技術
の活用により、人口減少や市民ニーズの多様化等に対応す
ることで業務効率化及び市民サービス向上を図るもの。
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